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2 2,660,051  256,951    2,660,232  256,587    

3 148,163    4,444      153,487    4,604      

4 2,511,887  252,506    2,506,744  251,983    

5 2,066,245  796,229    3,301,098  1,320,541  

6 -          -          -          -          

7 1,933,033  663,016    3,156,287  1,175,730  

8 133,212    133,212    144,811    144,811    

9 -          -          

10 507,402    88,136     484,229    74,965     

11 57,787     57,787     45,628     45,628     

12 -          -          -          -          

13 449,615    30,349     438,600    29,336     

14 156,909    25,866     181,102    24,896     

15 1,654,457  64,579     1,621,034  63,567     

16 1,231,762  1,740,559  

17 -          -          -          -          

18 915,762    674,714    711,547    439,206    

19 58,407     51,297     91,885     80,122     

20 974,169    726,011    803,433    519,329    

21 2,199,681  2,102,880  

22 516,774    1,221,229  

23 425.6      172.1      

24
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単体流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項（2021年3月期　第3四半期）
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リテール無担保資金調達に係る資金流出額

うち、安定預金の額

うち、準安定預金の額

　資金流入額　（３）

適格流動資産の合計額

　適格流動資産　（１）

　資金流出額　（２）

うち、適格オペレーショナル預金及び負債性
有価証券以外のホールセール無担保資金調達
に係る資金の額

うち、負債性有価証券の額
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単体流動性カバレッジ比率

　単体流動性カバレッジ比率　（４）

資金提供義務に基づく資金流出額等

• 単体流動性カバレッジ比率は425.6％であり、前四半期に比較し、253.5％上昇しております。

• この主な要因は、ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額（資金流出率を乗じた後の額）が、前四半期と比較して、

524,312百万円減少の796,229百万円となったことによります。

• ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額が減少した理由は、従来、「ホールセール無担保資金調達」の算出上、告示で定

められる「基準日より30日を経過する日」までの期間に対応した金額について、システム仕様の制約のため、経過期間に関係なく全

額算入しておりましたが、当四半期よりシステム仕様の見直しにより、「基準日より30日を経過する日」までの期間に対応した金額の

算出ができるようになったことに伴い、算入額の範囲を見直したためであります。


